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研究成果の概要（和文）：21世紀に入り，「グローバル市場主義」の急速な進展のもとで，日本企業の人的資源
管理システムは大きな変貌を遂げつつある。研究の結果，日本企業の人的資源管理システムは，1980年代までに
みられた日本的経営を基盤にした長期雇用や年功的な昇進・賃金といった人事制度から，実力主義を基幹に据え
つつ人材育成を志向する人事制度へと変貌を遂げていることが明らかになった。とりわけ，成功している日本企
業ほど，社員間の競争を取り入れた「成果に基づく処遇」と，旧来からの「人材育成」とをうまく両立させてい
る実態が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The system of Human Resource Management (HRM) in Japanese companies has been
 greatly changing under the global market principle since 2000. Our investigation clarified that the
 HRM in Japanese companies have been changing from long-term employment and the promotion and wage 
systems based on seniority towards performance-based pay, which was newly installed after 2000, and 
traditional HR development in the company.  Successful Japanese companies have a tendency to strike 
a good balance between the newly installed performance-based pay and the traditional Japanese HR 
development system.

研究分野： 経営学・人的資源管理・経営組織
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的資源管理システム
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研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで，日本企業の新しい人的資源管理システムの在り方については，従前の「日本的経営」が崩壊しつつあ
ることは主張されていたものの，その後，新しい方向へ向けどのように体系化されているかについては，実証的
事実に乏しく，十分に明らかにされてこなかった。我々の研究により，新しい日本型人的資源管理システムの具
体的内実，即ち「成果に基づく処遇」と「人材育成」の高次元における合一が新たな方向性であり，日本企業の
成功の鍵となることが明らかになった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 Abegglen, J.C. により提示された，日本的経営の「三種の神器」の崩壊が喧伝されるように
なって久しいが，これまでのところ日本型人的資源管理システムの展開動向としては，雇用管
理，賃金管理，人材育成，企業内労使関係等の領域ごとに個別の研究が蓄積されてきた状況で
あった。そのような中で，Inagami , T. = Whittaker, D. H.による著書 The New Community 
Firm: Employment, Governance and Management Reform in Japan (Cambridge University 
Press，2005) は，バブル崩壊以降に日本企業の採用してきた経営制度が，一般にいわれてい
るような「アメリカン・スタンダード」へと向かいつつあるか否かについての批判的検討を，
特に企業共同体維持の観点とガバナンス改革の視座から社会学的に吟味した優れた学術研究で
ある。但し，こと経営学領域においては，未だ日本型人的資源管理システムとしての全体像を
総体として成功裡に追究し得た学術研究は，蓄積が乏しい状況であるといわざるをえない。と
りわけ，国際比較の方法論に基づき本格的な実証研究を行った学術研究は，昨今の日本企業の
パフォーマンスの低さも相俟って経営学研究者の関心も高くはなく，皆無に近い状況というの
が実情である。 
 研究代表者である上林は，今日に至るまで，異なる社会文化特性が IT 技術の設計・利用に
いかなる影響を与えるか日本と英国間の国際比較研究を行ったり（『異文化の情報技術システ
ム』千倉書房，2001 年； Cultural Influences on IT Use, Palgrave, 2003），日本社会に根付
きつつあるビジネススクール教育が企業の人材育成に果たす役割について分析したり
（Management Education in Japan, Chandos, 2007），また日本企業の産業イノベーションに
ついて市場・社会特性との連関で論究したり，さらにはガバナンス論やワーク・ライフ・バラ
ンス論の近年の動向も踏まえた上で日本型経営の新しい方向性として論じたり（研究業績リス
ト 2）といった形で，異なる分野ごとに研究に従事してきており，その一部については海外発
信をも行ってきた。また，研究分担者の平野は，実務最先端で仕事に就いてきた経験から実業
界に人的ネットワークを有しており，それを活かしつつ，日本企業のキャリア開発のあり方に
ついて実証研究を行い，日本企業における人事管理の進化プロセスを明らかにするべく実証研
究を行った結果を著作（『日本型人事管理』中央経済社，2006）として，世に問うてきた。こ
のように企業の経営諸活動に関する国際比較・海外発信の実績をもつ研究代表者と，日本企業
の最先端実務の知見に富み，内外に成果を発信してきた研究分担者とが共同研究を行うことを
通じ，表記課題に対し成功裡にアプローチできると期待できる。 
 本研究は，これまで個別分断的に追究され，蓄積されてきた諸研究の系譜を「日本型人的資
源管理システム」なる概念を通じ統一的に把握し，これを諸外国の人的資源管理システムと比
較検討することを介し，当該日本型人的資源管理システムの構造と機能を，市場・技術・社会
の環境変動を規定・促進する「グローバル市場主義」の考え方との連関において，総合的に検
討することが目的である。 
 
 
２．研究の目的 
 1990 年代のバブル経済の崩壊を契機として，多くの日本企業は，市場・技術・社会等の経営
諸環境が激変する中，様々な局面においてその経営システムの変革を迫られ，環境変動に適応
しようと模索を続けてきた。90 年代以降，例えばグローバリゼーション，統治機構改革，多発
する M&A，新たな戦略的提携，社会的責任の強化，新たな成果主義人事・報酬管理など，変
化を示すキーワードを挙げれば枚挙に暇がない。こうした多様な変化を推し進める最も底辺に
ある要因は，米英型“市場主義”的発想法をグローバルに展開し，利益拡大を狙おうとする「グ
ローバル市場主義」の進展であろう。グローバル市場主義の進展に伴う日本企業のこうした新
動向も，21 世紀に入り 10 余年を経過した昨今，これまで新たに導入された新しい諸制度の問
題点も顕在化しつつあり，諸課題を踏まえたうえでさらに未来を見据え新たな長期ビジョンを
模索しようとする日本企業も散見されるようになってきた。 
 本研究プロジェクトは，企業の人的資源管理の側面に焦点を当て，日本企業における新しい
人的資源管理システムの総体を「日本型人的資源管理システム」として捕捉し，これら市場・
技術・社会の諸変動を経験した後，この日本型人的資源管理システムがどのような基本構造を
有したものとなりつつあり，また具体的にどのような経営的機能を果たしているかについて，
海外日系企業の動向も分析しつつ，企業組織全体・マネジメント・作業組織の各レベルにおい
て検討を加え，さらに今後の変化の方向性に関する検討・考察も含めて，総合的に研究しよう
とするものである。 
 
 
３．研究の方法 
本研究プロジェクトでは，既述の研究目的を達成するために，先行諸研究の系譜や各種資料

を精査する「理論研究」と，新たな現状・実態の捕捉をすべく調査を行う「実証研究」との双
方を並行させ，進めた。後者の「実証研究」部分は，日本型人的資源管理システムの全体像を
知るために必要となる「アンケート調査」（外資系企業および日本企業）と，アンケート調査で
判明した結果を利用して更に細部を知るために実施した，業種ごとの「事例調査」の，2 つの
プロセスから構成した。概ね，理論研究は実証研究に先立って初年度に行うが，27 年度以降に



おいても当然ながら適宜フィードバックを行い確認しつつ進めた。全貌を掴むためのアンケー
ト調査は，事例調査に先立ち 27 年度に執り行った。28～29 年度は事例研究を中心に行った。
最終年度は理論研究と実証研究の摺り合わせを行いつつ，プロジェクト全体のとりまとめを行
うとともに，学会等を通じて研究成果を積極的に発信した。 
 
上記の「研究計画・方法」の概略を図示すると，次の＜図表１＞のように要約できる。外国調
査の対象国は，これまで主として「日本型経営」や日本型人的資源管理の文脈において比較検
討の対象とされてきたアメリカおよびヨーロッパの諸国に加え，昨今発展めざましいアジア諸
国（具体的には中国，タイ）とも比較を行った。 

＜図表１＞：研究計画の概要 
 
理論研究 ･･･ 市場・技術・社会におけるここ約 10 年間の動向推移に関する文献・資料の 

体系的な収集・把握（主として平成 26 年度） 
  ↓↑ 
実証研究 ･･･ ① 事例調査：27－28 年度 
        ② アンケート調査：29－30 年度 
  ↓ 
成果発表 ･･･ 海外・国内学会での発表，出版物（論文，著書等）の執筆（主として 30 年度） 

 
 
 なお，研究代表者（上林憲雄），研究分担者（平野光俊，庭本佳子）以外に，以下のメンバー
及び組織より研究協力を得た。 
 江夏幾多郎（名古屋大学大学院経済学研究科准教授） 
 余合淳（名古屋市立大学経済学研究科准教授） 
 島田善道（公立鳥取環境大学経営学部講師） 
 浅井希和子（神戸大学大学院経営学研究科博士課程後期課程） 
 （一社）日本能率協会 KAIKA センターJMA マネジメント研究所 
 日本学術振興会産学協力委員会経営問題第 108 委員会 
 
 
４．研究成果 
われわれの研究の結果，グローバル市場主義の進展に伴い，日本企業の人事システムの現状

は，ここ 5年ほどでさらに一層の市場対応が可能となる体制へ変貌を遂げつつあるということ
が判明した。 
但し，現状においてもなお，日本企業における市場主義の具体的態様は，米国のそれとは一

線を画する。むしろ旧来の日本型人事システム（人事部による従業員の人事情報の長期的な蓄
積と運用，労使双方のニーズの合致志向，家族主義的な組織文化，低職位層の意思決定への起
案書作成段階における限定的参画，グローバルリーダーの内部育成志向）との連続性をある程
度意識しつつ，そのうえで透明性・納得性の高い実力主義に基づいた評価・報酬付与が行なわ
れる人事システムが模索されている点は注目に値する。 
とりわけ，一見すると二律背反と捉えられがちな「人材育成」と「実力主義」を両立させよ

うとしている志向性―全員一律で底上げ的に育成する従前の方式とは違った，メリハリの効い
た実力・貢献主義的な個別的人材育成―が，昨今の日本企業の人事システムの大きな特徴であ
るといってよい。それは組織志向と市場志向の「ハイブリッド型人事システム」として位置付
けることができる 
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